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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２ 当社は第10期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であり、当該中間会計期間より証券取引法第193条の

２の規定に基づく中間監査を受けているため、それ以前については記載しておりません。 

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４ 当社は、子会社及び関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益につきましては記載して

おりません。 

５ 従業員数は、就業人員を記載しており、派遣及び臨時雇用社員の期中平均雇用人員数は、それぞれ外数で記

載しております。 

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
６月30日 

自 平成19年 
１月１日 

至 平成19年 
６月30日 

自 平成20年 
１月１日 

至 平成20年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
12月31日 

自 平成19年 
１月１日 

至 平成19年 
12月31日 

売上高 （千円） － 1,089,151 1,223,669 1,955,203 2,275,640 

経常利益 （千円） － 277,559 294,684 502,616 624,016 

中間（当期）純利益 （千円） － 153,002 171,517 296,402 378,497 

持分法を適用した場合

の投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － 938,850 999,975 930,550 999,975 

発行済株式総数 （株） － 34,270 36,345 33,960 36,345 

純資産額 （千円） － 1,905,540 2,227,758 1,841,892 2,200,166 

総資産額 （千円） － 2,490,456 2,782,522 2,567,501 2,829,071 

１株当たり純資産額 （円） － 55,589.15 61,294.76 54,222.39 60,535.60 

１株当たり中間（当

期）純利益 
（円） － 4,491.80 4,719.16 9,756.09 11,017.34 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益 

（円） － 3,759.22 4,284.65 8,894.27 9,282.43 

１株当たり中間（年

間）配当額 
（円） － 1,550 2,840 3,120 5,510 

自己資本比率 （％） － 76.5 80.1 71.7 77.8 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
（千円） － 280,664 296,253 625,742 564,669 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
（千円） － △345,178 △287,512 △320,401 △786,063 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
（千円） － △88,506 △143,231 673,491 △20,160 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
（千円） － 1,125,188 902,165 1,278,209 1,036,656 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

（名） － 
100 

(24) 

124 

(32) 

97 

(19) 

109 

(26) 
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２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社の各事業部門で営む事業の内容について、重要な変更はありませんでしたが、提供す

るシステムの内容、名称について次のとおり変更がありました。 

  （1）ＥＭＰ事業 

 利用企業のさらなる利便性の向上を実現し、システムの利用拡大を図るため、「食品食材市場」、「ASP商談システ

ム」、フード業界関連の消耗品・資材の調達を行う「備品資材市場」の３つのシステムを統合し、食品食材等の新規取

引先の発掘から既存取引先との商談まで行える商談プラットフォーム、新「ASP商談システム」としてサービスの提供

を開始いたしました。 

  （2）ＡＳＰ事業 

 商品規格書データベース「FOODS信頼ネット」の業界標準化をさらに進める目的で、業界ニーズに直結したわかりや

すい名称「ASP規格書システム」への名称変更及びシステムの刷新を行いました。 

  以上から、当中間会計期間における事業の系統図を示すと、下記のとおりとなります。 

 

 
買い手企業 

(外食・小売・メーカー・卸等)

〔フード業界〕

システム提供 
コンサルティング 

売り手企業 
(食品製造・卸・生産者等) 

システム
使用料等

システム提供 
コンサルティング 

システム
使用料等

フード業界企業間電子商取引（ＢtoＢ）プラットフォーム

FOODS Info Mart 

ＥＭＰ事業 

既存取引先との商談の効率化 

新規取引先の発掘 

 
ASP商談システム 

〔当社〕 

ＡＳＰ事業

日々の受発注業務の効率化 
 

ASP受発注システム 

食の安心・安全の仕組みづくり 
 

ASP規格書システム 

連
動
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３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の従業員の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間平均雇用人員であります。 

３ 従業員数が前事業年度末に比べ15名増加しましたのは、業容拡大に伴う採用によるものであります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

平成20年６月30日現在

従業員数（名） 
124 

(32) 

2008/09/18 13:36:07株式会社インフォマート/半期報告書/2008-06-30



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当社の属する国内の企業間電子商取引（BtoB）の市場動向は、平成18年度（平成18年１月～12月）のインターネッ

トによる企業間電子商取引（BtoB）が約148兆円（前年比5.3％増）となり引き続き成長分野となっています。（経済

産業省「平成18年度電子商取引に関する市場調査」)    

 このような環境下にあって、当社は当中間期（平成20年１月１日～６月30日）におきまして、引き続きフード業界

企業間電子商取引（BtoB）プラットフォーム「FOODS Info Mart（フーズインフォマート）」の業界標準化を目指

し、利用企業数の増加及び顧客ニーズを反映したシステム・サービスの拡充に努め、「ＥＭＰ事業」及び「ＡＳＰ事

業」、両事業の拡大に取り組みました。その結果、企業間電子商取引の需要及び食の安心・安全対策強化の高まりか

ら「ＡＳＰ事業」を中心に利用拡大が進み、当中間期末（平成20年６月末）の「FOODS Info Mart」利用企業数は、

前期末比521社増の17,554社（売り手企業：同511社増の14,892社、買い手企業：同10社増の2,662社）となりまし

た。 

 以上から、当中間期の売上高は1,223,669千円と前年同期比134,518千円（12.4％）の増加となりました。利益面に

おきましては、今後の事業拡大のための先行投資（サーバーの増設、営業人員の強化、事務所の増床等）を実施した

ことによりコストが増加したものの、「ＡＳＰ事業」の利用企業数拡大によるシステム使用料の順調な増加により、

営業利益は292,463千円と前年同期比15,372千円（5.5％）の増加、経常利益は294,684千円と前年同期比17,124千円

（6.2％）の増加、中間純利益は171,517千円と前年同期比18,514千円（12.1％）の増加となりました。 

  

事業部門別の概況は、次のとおりであります。 

(ⅰ)ＥＭＰ事業 

 当中間期では、利用企業のさらなる利便性の向上を実現し、システムの利用拡大を図るため、「食品食材市場」、

「ASP商談システム」、フード業界関連の消耗品・資材の調達を行う「備品資材市場」の３つのシステムを統合し、

食品食材等の新規取引先の発掘から既存取引先との商談まで行える商談プラットフォーム、新「ASP商談システム」

としてサービスの提供を開始いたしました。グルーピング機能（商談業務の効率化を目的とした、システム内で既存

取引先を結ぶ仕組み）の活用促進を中心に「ASP商談システム」の利用拡大に取り組み、新規利用企業数が順調に増

加いたしました。また、売り手企業が掲載する「商品カタログ」等の情報量の増加から、「決済代行システム」及び

「アウトレットマート」のシステム内での取引が活発になり、それぞれの取扱高が増加いたしました。 

 一方、従来の「食品食材市場・食材甲子園」の利用１年目の売り手企業の年間更新時において、解約数が増加した

ため、当中間期末の「ＥＭＰ事業」の利用企業数は、前期末比101社減の4,284社（売り手企業：同46社減の2,118

社、買い手企業：同55社減の2,166社）となりました。 

 以上から、当中間期の「ＥＭＰ事業」の売上高は、システム使用料売上高が減少いたしましたが、「決済代行シス

テム」及び「アウトレットマート」の取引に関する売上高が増加し、536,820千円と前年同期比6,200千円(1.2%)の増

加となりました。 

 利用企業数の減少という課題に対しましては、引き続き、「ASP商談システム」が既存取引先及び新規取引先との

商談業務において必要不可欠なシステムとして利用されることを推進することで、利用企業数の継続的な増加を図っ

てまいります。 

  

(ⅱ)ＡＳＰ事業  

 「ASP受発注システム」は、引き続き、利用企業数の増加による利便性の向上、価格競争力により、外食チェーン

を中心に新規獲得が順調に進み、当中間期において買い手企業71社が新規稼動し、利用企業数及びシステム取引高が

増加いたしました。「ASP受発注システム」の当中間期末における買い手企業の稼動社数は467社（前期末比50社

増）、稼動店舗数は10,297店舗（同1,271店舗増）、売り手企業数は12,283社（同659社増）、当中間期のASP受発注

取引高は1,877億円（前年同期比22.5%増）となりました。 

 「FOODS信頼ネット」は、業界標準化をさらに進める目的で、業界ニーズに直結したわかりやすい名称「ASP規格書

システム」への名称変更及びシステムの刷新を当中間期に行いました。昨今の食に関する事件等によるフード業界各

社の食の安心・安全対策強化の流れを受け、商品の原材料や製造に関わる情報等が記載されている商品規格書の必要

性が一層高まり、「ASP規格書システム」は当中間期において買い手企業29社が新規稼動し、利用企業数が着実に増

加いたしました。「ASP規格書システム」の当中間期末における買い手企業の稼動社数は81社（前期末比28社増）、

売り手企業数は2,194社（同538社増）、商品規格書掲載数は72,678アイテム（同22,221アイテム増）となりました。

 以上から、当中間期末の「ＡＳＰ事業」の利用企業数は、前期末比906社増の13,554社（売り手企業：同841社増の

13,058社、買い手企業：同65社増の496社）となり、当中間期の「ＡＳＰ事業」の売上高は686,849千円と前年同期比

128,317千円(23.0%)の増加となりました。 
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 当中間期では、先述のとおり、新しい「ASP商談システム」を開始したことで、「ASP受発注システム」、「ASP規

格書システム」の３システムが完成いたしました。これにより、フード業界企業間電子商取引（BtoB）プラットフォ

ーム「FOODS Info Mart」は、商談、受発注、食の安心・安全を支える商品規格書の日常業務で活用いただける仕組

みとなりました。今後も、３システムが整った「FOODS Info Mart」の利用拡大に経営資源を集中させ、事業の継続

的な成長を実現してまいります。 

  

（業績の推移） 

（単位：千円）

決算年月 

19年12月期 20年12月期 

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ   １Ｑ ２Ｑ   

１－３月 ４－６月 ７－９月 10－12月 通期合計 １－３月 ４－６月 中間期合計 

  ＥＭＰ事業 259,822 270,797 263,629 269,222 1,063,471 264,114 272,705 536,820 

売上高 ＡＳＰ事業 264,655 293,876 310,539 343,097 1,212,169 329,004 357,845 686,849 

  合計 524,477 564,674 574,169 612,319 2,275,640 593,118 630,550 1,223,669 

  ＥＭＰ事業 97,988 107,137 98,581 111,134 414,840 111,785 123,888 235,673 

売上原価 ＡＳＰ事業 79,881 87,052 88,459 94,085 349,479 101,531 102,073 203,604 

  合計 177,870 194,189 187,040 205,219 764,320 213,316 225,961 439,278 

  ＥＭＰ事業 161,833 163,660 165,048 158,088 648,630 152,329 148,817 301,146 

売上総利益 ＡＳＰ事業 184,773 206,824 222,080 249,012 862,689 227,472 255,772 483,244 

  合計 346,606 370,484 387,128 407,100 1,511,320 379,801 404,589 784,391 

販売費及び一般管理費 215,285 224,715 224,422 223,783 888,207 251,773 240,155 491,928 

営業利益 131,321 145,769 162,706 183,316 623,112 128,028 164,434 292,463 

経常利益 131,579 145,980 163,488 182,968 624,016 129,206 165,477 294,684 

当期（四半期）純利益 72,766 80,236 90,935 134,559 378,497 74,982 96,535 171,517 

  ＥＭＰ事業 62.3％ 60.4％ 62.6％ 58.7％ 61.0％ 57.7％   54.6％   56.1％ 

売上総利益率 ＡＳＰ事業 69.8％ 70.4％ 71.5％ 72.6％ 71.2％ 69.1％   71.5％   70.4％ 

  合計 66.1％ 65.6％ 67.4％ 66.5％ 66.4％ 64.0％   64.2％   64.1％ 

売上高販管費比率 41.0％ 39.8％ 39.1％ 36.5％ 39.0％ 42.4％  38.1％   40.2％ 

売上高経常利益率 25.1％ 25.9％ 28.5％ 29.9％ 27.4％ 21.8％   26.2％   24.1％ 
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（事業部門別の売り手・買い手利用企業数の推移） 

 （注）事業別の利用企業数は、各事業のシステムを利用する利用企業数を表示しており、「FOODS Info Mart」全体合計

  は、重複する利用企業数を「調整値」として差し引き、正味の全体企業数を表示しております。「調整値」は、主に

  既存のＡＳＰ事業の利用企業で、該当期においてＥＭＰ事業の「ASP商談システム」を新規で利用開始した利用企業 

  数となっております。 

  

（単位：社）

決算年月 

19年12月期 20年12月期 

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ 

１－３月 ４－６月 ７－９月 10－12月 通期合計 １－３月 ４－６月 中間期合計

    売り手 176 373 231 201 981 219 277 496 

ＥＭＰ事業 新規数 買い手 121 166 146 125 558 135 141 276 

    合計 297 539 377 326 1,539 354 418 772 

    売り手 △199 △268 △251 △252 △970 △215 △327 △542 

  解約数 買い手 △127 △141 △138 △149 △555 △138 △193 △331 

    合計 △326 △409 △389 △401 △1,525 △353 △520 △873 

    売り手 △23 105 △20 △51 11 4 △50 △46 

  増減数 買い手 △6 25 8 △24 3 △3 △52 △55 

    合計 △29 130 △12 △75 14 1 △102 △101 

  
期末 

利用 

企業数 

売り手 2,130 2,235 2,215 2,164 － 2,168 2,118 － 

  買い手 2,212 2,237 2,245 2,221 － 2,218 2,166 － 

  合計 4,342 4,472 4,460 4,385 － 4,386 4,284 － 

    売り手 861 717 779 628 2,985 403 593 996 

ＡＳＰ事業 新規数 買い手 25 39 38 40 142 39 49 88 

    合計 886 756 817 668 3,127 442 642 1,084 

    売り手 △35 △55 △55 △105 △250 △79 △76 △155 

  解約数 買い手 △5 △6 △4 △7 △22 △11 △12 △23 

    合計 △40 △61 △59 △112 △272 △90 △88 △178 

    売り手 826 662 724 523 2,735 324 517 841 

  増減数 買い手 20 33 34 33 120 28 37 65 

    合計 846 695 758 556 2,855 352 554 906 

  
期末 

利用 

企業数 

売り手 10,308 10,970 11,694 12,217 － 12,541 13,058 － 

  買い手 331 364 398 431 － 459 496 － 

  合計 10,639 11,334 12,092 12,648 － 13,000 13,554 － 

  

 合計 

[FOODS Info Mart

利用企業数]  

  売り手 － － － － － △119 △284 － 

調整値 買い手 － － － － － － － － 

  合計 － － － － － △119 △284 － 

期末 

利用 

企業数 

売り手 12,438 13,205 13,909 14,381 － 14,590 14,892 － 

買い手 2,543 2,601 2,643 2,652 － 2,677 2,662 － 

合計 14,981 15,806 16,552 17,033 － 17,267 17,554 － 
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（2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」）の中間会計期間末残高は、902,165千円と前年同

期比223,023千円（19.8％）の減少となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、296,253千円（前年同期比5.6％増加）となりました。 

 主な収入は、税引前中間純利益292,972千円、減価償却費145,422千円であり、主な支出は、法人税等の支払

178,505千円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）   

 投資活動の結果使用した資金は287,512千円（同16.7％減少）となりました。 

 これは主に、「FOODS Info Mart」のシステム開発に伴う無形固定資産の取得による支出263,993千円を反映したも

のであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果使用した資金は143,231千円（同61.8％増加）となりました。 

 これは主に、配当金の支払いによる支出143,231千円を反映したものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当社の主な業務は、フード業界企業間電子商取引（BtoB）プラットホーム「FOODS Info Mart」の運営、各種サ

ービスの提供であり、生産に該当する事項がありませんので、生産実績に関する記載はしておりません。 

  

(2）受注実績 

 当中間会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．受注高及び受注残高の内容は、次のとおりとなっております。 

 ・ＥＭＰ事業 

 －システム使用料等の受注高は、主に当中間会計期間に新規利用及び利用更新により確定

したシステム使用料等であり、受注残高は、年間契約に基づく未経過期間のシステム使

用料等であります。 

 －アウトレットマートの受注高は、当中間会計期間に取引が確定した金額であり、各月内

に取引が完了するため受注残高はありません。 

 ・ＡＳＰ事業 

ＡＳＰ事業の受注高は、主に当中間会計期間に新規利用及び利用継続で確定したシステム使用

料等であり、受注残高は翌月以降に売上計上が確定しているシステム使用料等であります。 

  

(3）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門別 
受注高 
(千円) 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
(千円)  

前年同期比 
（％） 

 ＥＭＰ事業         

(1)システム使用料等 391,982 △8.8 370,995 △8.3 

(2)アウトレット 128,959 11.7 － － 

 小計 520,942 △4.5 370,995 △8.3 

 ＡＳＰ事業 703,503 22.8 100,673 29.1 

合計 1,224,445 9.5 471,669 △2.3 

事業部門別 
販売高 
(千円) 

前年同期比 
（％） 

 ＥＭＰ事業     

(1)システム使用料等 407,860 △1.8 

(2)アウトレット 128,959 11.7 

 小計 536,820 1.2 

 ＡＳＰ事業 686,849 23.0 

合計 1,223,669 12.4 
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３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、業容拡大に伴い、本社分室が新たに当社の主要な設備となりました。 

 その設備の状況は、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

    ２ 現在休止中の設備はありません。 

    ３ 従業員数は就業人員を記載しており、臨時従業員は（ ）内に外数で記載しております。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、拡充について、重要な変更はありません。

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
(名) 

建物 
工具器具 
及び備品 

ソフト 
ウェア 

ソフトウェア
仮勘定 

合計 

本社 

（東京都港区） 

事務所 

サーバー 

パソコン 

什器等 

16,461 24,005 939,160 34,047 1,013,674 
92 

(24)

本社分室 

（東京都港区） 

事務所 

パソコン等 
6,100 1,416 － － 7,517 

10 

(－)

福岡カスタマ

ーセンター 

（福岡市中央区） 

事務所 

パソコン等 
1,825 463 － － 2,289 

22 

(8)
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 112,720 

計 112,720 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 
（平成20年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年９月25日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 36,345 36,345 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 36,345 36,345 － － 
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（２）【新株予約権等の状況】 

  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

（平成15年３月28日定時株主総会決議） 

 （注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いても行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額

を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げる。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げる。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行う。 

３．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

① 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相

続により新株予約権を取得した場合はこの限りではない。 

② 新株予約権発行時において当社の役員又は従業員であった者は、新株予約権行使時においても当社、当社

子会社又は当社の関係会社の役員又は従業員であることを要する。但し、定年退職その他正当な理由のあ

る場合並びに相続により新株予約権を取得した場合はこの限りでない。 

③ 新株予約権の譲渡はできないものとする。 

④ その他の条件については、定時株主総会の決議に基づき、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割

当契約書」に定めております。 

４．新株予約権の目的たる株式の数は、定時株主総会決議における発行予定数から既に発行した株式数及び権利

喪失による株式減少数を控除した数を記載しております。 

５．平成17年12月５日付で１株を５株に株式分割したことに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約

権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調

整が行われております。 

 
中間会計期間末現在 

（平成20年６月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成20年８月31日） 

新株予約権の数（個） 5 5 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 25 25 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 60,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年３月29日から 

平成25年３月27日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  60,000 

資本組入額 30,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 注３． 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注３． 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後 

行使価額 
＝ 

既発行 

株式数 
× 

調整前 

行使価額 
＋

新規発行又は

処分株式数 
×

１株当たり払込金額 

又は処分価額 

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分株式数 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１ 

分割・併合の比率 
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（平成16年10月28日臨時株主総会決議） 

 （注）１．当社が株式分割又は併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．新株予約権の行使時の払込金額 

株式の分割及び調整前払込金額を下回る価額で新株を発行するときは（新株予約権の行使により新株を発行

する場合を除く）、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切

上げる。 

３．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社又は関係会社の取締役、監査役もしくは従業員

の地位を有しているものとする。 

② 新株予約権者は行使期間における一暦年間毎の行使可能な新株予約権個数に従い行使するものとする。

（権利行使に係る振込金の一暦年間の合計額が1,200万円を超えない新株予約権の個数） 

③ 新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。 

④ その他の条件については、株主総会並びに取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で

締結した「株式会社インフォマート新株予約権付与契約書」に定めております。 

４．平成17年12月５日付で１株を５株に株式分割したことに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約

権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調

整が行われております。 

 
中間会計期間末現在 

（平成20年６月30日） 
提出日の前月末現在 

（平成20年８月31日） 

新株予約権の数（個） 1,144 1,144 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,720 5,720 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 70,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年１月１日から 

平成26年10月27日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  70,000 

資本組入額 35,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 注３． 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注３． 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前払込金額×既発行株式数＋新規発行株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

（併合の場合は減少株式数を減ずる） 
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（平成17年11月17日臨時株主総会決議） 

 （注）１．当社が株式分割又は併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．新株予約権の行使時の払込金額 

株式の分割及び調整前払込金額を下回る価額で新株を発行するときは（新株予約権の行使により新株を発行

する場合を除く）、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切

上げる。 

３．新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社又は関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは

従業員の地位を有しているものとする。ただし、当社の取締役、監査役が任期満了により退任した場合、

又は従業員が定年により退職した場合にはこの限りではない。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。 

③ 新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。 

④ その他の条件については、株主総会並びに取締役会決議に基づき、当社と対象従業員との間で締結した

「株式会社インフォマート新株予約権付与契約書」に定めております。 

４．新株予約権の目的たる株式の数は、臨時株主総会決議における発行予定数から既に発行した株式数及び権利

喪失による株式減少数を控除した数を記載しております。 

５．平成17年12月５日付で１株を５株に株式分割したことに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約

権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調

整が行われております。 

 
中間会計期間末現在 

（平成20年６月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成20年８月31日） 

新株予約権の数（個） 1 1 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5 5 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 120,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年11月18日から 

平成27年11月16日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  120,000 

資本組入額 60,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 注３． 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 注３． 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前払込金額×既発行株式数＋新規発行株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

（併合の場合は減少株式数を減ずる） 
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（３）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（５）【大株主の状況】 

 （注）前事業年度末では主要株主であった三井物産株式会社は、当中間会計期間末では主要株主でなくなりました。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高(株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

  

  平成20年１月１日～ 
  平成20年６月30日 

  

－ 36,345 － 999,975 － 436,750 

平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

村上 勝照 東京都港区 6,460 17.77 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,880 7.92 

米多比 昌治 東京都港区 2,410 6.63 

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２－１ 2,040 5.61 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３－１ 2,040 5.61 

モルガンスタンレーアンドカン

パニーインターナショナルピー

エルシー 

(常任代理人 モルガン・スタン

レー証券株式会社) 

東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３ 1,885 5.18 

一色 忠雄 広島県呉市 1,400 3.85 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,000 2.75 

 株式会社ジェフグルメカード  東京都港区浜松町１丁目29－６ 1,000 2.75 

藤田 尚武 千葉県浦安市 890 2.44 

計 － 22,005 60.54 
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（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － －   

議決権制限株式（自己株式等） － －   

議決権制限株式（その他） － －   

完全議決権株式（自己株式等） － －   

完全議決権株式（その他） 普通株式 36,345   36,345 
株主としての権利内容に制限のな

い、標準となる株式であります。 

単元未満株式 － －   

発行済株式総数 36,345 － － 

総株主の議決権 － 36,345 － 

  平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名
称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 298,000 232,000 189,000 199,000 232,000 238,000 

最低（円） 180,000 173,000 137,000 142,000 175,000 181,000 
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第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

20年１月１日から平成20年６月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けており

ます。 

３ 中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【中間財務諸表等】 

（１）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成20年６月30日） 
前事業年度要約貸借対照表 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金  1,125,188     600,060     735,646     

２ 売掛金  438,296     497,386     540,447     

３ 有価証券  －     502,105     501,009     

４ たな卸資産  4,499     4,677     3,053     

５ 繰延税金資産  61,725     58,599     64,124     

６ その他  30,750     35,718     42,767     

貸倒引当金  △13,650     △14,619     △14,998     

流動資産合計     1,646,809 66.1   1,683,927 60.5   1,872,049 66.2 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１ 35,369     50,273     32,317     

２ 無形固定資産                    

(1）ソフトウェア   716,205     939,160     851,945     

(2）その他  40,985     45,520     8,692     

無形固定資産合計  757,190     984,680     860,638     

３ 投資その他の資産  51,087     63,640     64,065     

固定資産合計     843,647 33.9   1,098,594 39.5   957,021 33.8 

資産合計    2,490,456 100.0   2,782,522 100.0   2,829,071 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成20年６月30日） 
前事業年度要約貸借対照表 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 買掛金  144,518     164,989     221,510     

２ 未払金   49,928     45,696     37,137     

３ 未払費用  85,894     92,524     30,306     

４ 前受金  140,621     109,552     115,279     

５ 未払法人税等  136,871     120,646     183,164     

６ その他 ※２ 27,081     21,354     41,505     

流動負債合計    584,916 23.5   554,764 19.9   628,904 22.2 

負債合計    584,916 23.5   554,764 19.9   628,904 22.2 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金    938,850 37.7   999,975 35.9   999,975 35.3 

２ 資本剰余金                    

 (1）資本準備金  375,125     436,750     436,750     

資本剰余金合計     375,125 15.1   436,750 15.7   436,750 15.5 

３ 利益剰余金                    

(1）利益準備金  5,241     5,241     5,241     

(2）その他利益剰余金                    

繰越利益剰余金   585,823     785,791     758,199     

利益剰余金合計    591,065 23.7   791,033 28.4   763,441 27.0 

株主資本合計    1,905,040 76.5   2,227,758 80.1   2,200,166 77.8 

Ⅱ 新株予約権                    

１ 新株引受権   500     －     －     

新株予約権合計    500 0.0   － －   － －

純資産合計    1,905,540 76.5   2,227,758 80.1   2,200,166 77.8 

負債純資産合計    2,490,456 100.0   2,782,522 100.0   2,829,071 100.0 
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②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年１月１日 

至 平成20年６月30日） 

前事業年度要約損益計算書 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,089,151 100.0   1,223,669 100.0   2,275,640 100.0 

Ⅱ 売上原価    372,059 34.2   439,278 35.9   764,320 33.6 

売上総利益    717,091 65.8   784,391 64.1   1,511,320 66.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費    440,001 40.4   491,928 40.2   888,207 39.0 

営業利益     277,090 25.4   292,463 23.9   623,112 27.4 

Ⅳ 営業外収益    592 0.1   2,220 0.2   2,298 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※１   123 0.0   － －   1,394 0.1 

経常利益    277,559 25.5   294,684 24.1   624,016 27.4 

Ⅵ 特別損失 ※２   57 0.0   1,711 0.2   85 0.0 

税引前中間（当期） 
純利益 

   277,501 25.5   292,972 23.9   623,931 27.4 

法人税、住民税及び 
事業税 

 132,750     115,734     255,467     

法人税等調整額  △8,251 124,498 11.5 5,719 121,454 9.9 △10,034 245,433 10.8 

中間（当期）純利益    153,002 14.0   171,517 14.0   378,497 16.6 
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③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年12月31日残高（千円） 930,550 366,825 366,825 

中間会計期間中の変動額       

  新株の発行 8,300 8,300 8,300 

剰余金の配当 ― ― ―

中間純利益 ― ― ―

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

― ― ―

中間会計期間中の変動額合計（千円） 8,300 8,300 8,300 

平成19年６月30日残高（千円） 938,850 375,125 375,125 

  

株主資本 

利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成18年12月31日残高（千円） 5,241 538,775 544,017 1,841,392 

中間会計期間中の変動額         

新株の発行 ― ― ― 16,600 

剰余金の配当 ― △105,955 △105,955 △105,955

中間純利益 ― 153,002 153,002 153,002 

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計（千円） ― 47,047 47,047 63,647 

平成19年６月30日残高（千円） 5,241 585,823 591,065 1,905,040 

  

評価・換算差額等 新株予約権 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

新株引受権 

平成18年12月31日残高（千円） ― ― 500 1,841,892 

中間会計期間中の変動額         

  新株の発行 ― ― ― 16,600 

剰余金の配当 ― ― ― △105,955

中間純利益 ― ― ― 153,002 

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計（千円） ― ― ― 63,647 

平成19年６月30日残高（千円） ― ― 500 1,905,540 
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当中間会計期間（自 平成20年１月１日 至 平成20年６月30日） 

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成19年12月31日残高（千円） 999,975 436,750 436,750 

中間会計期間中の変動額       

  新株の発行 ― ― ―

剰余金の配当 ― ― ―

中間純利益 ― ― ―

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

― ― ―

中間会計期間中の変動額合計（千円） ― ― ―

平成20年６月30日残高（千円） 999,975 436,750 436,750 

  

株主資本 

利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成19年12月31日残高（千円） 5,241 758,199 763,441 2,200,166 

中間会計期間中の変動額         

新株の発行 ― ― ― ―

剰余金の配当 ― △143,926 △143,926 △143,926

中間純利益 ― 171,517 171,517 171,517 

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計（千円） ― 27,591 27,591 27,591 

平成20年６月30日残高（千円） 5,241 785,791 791,033 2,227,758 

  

評価・換算差額等 新株予約権 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

新株引受権 

平成19年12月31日残高（千円） ― ― ― 2,200,166 

中間会計期間中の変動額         

  新株の発行 ― ― ― ―

剰余金の配当 ― ― ― △143,926

中間純利益 ― ― ― 171,517 

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計（千円） ― ― ― 27,591 

平成20年６月30日残高（千円） ― ― ― 2,227,758 
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年12月31日残高（千円） 930,550 366,825 366,825 

事業年度中の変動額       

  新株の発行 69,425 69,925 69,925 

剰余金の配当 － － －

当期純利益 － － －

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額） 

－ － －

事業年度中の変動額合計（千円） 69,425 69,925 69,925 

平成19年12月31日残高（千円） 999,975 436,750 436,750 

  

株主資本 

利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成18年12月31日残高（千円） 5,241 538,775 544,017 1,841,392 

事業年度中の変動額         

  新株の発行 － － － 139,350 

剰余金の配当 － △159,073 △159,073 △159,073

当期純利益 － 378,497 378,497 378,497 

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額） 

－ － － －

事業年度中の変動額合計（千円） － 219,424 219,424 358,774 

平成19年12月31日残高（千円） 5,241 758,199 763,441 2,200,166 

  

評価・換算差額等 新株予約権 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

新株引受権 

平成18年12月31日残高（千円） － － 500 1,841,892 

事業年度中の変動額         

  新株の発行 － － － 139,350 

剰余金の配当 － － － △159,073

当期純利益 － － － 378,497 

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額） 

－ － △500 △500

事業年度中の変動額合計（千円） － － △500 358,274 

平成19年12月31日残高（千円） － － － 2,200,166 
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間

(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年６月30日) 

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日)

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー         

１ 税引前中間（当期）純利益   277,501 292,972 623,931 

２ 減価償却費   107,413 145,422 235,839 

３ 貸倒引当金の増減額 
（△は減少） 

  4,977 △379 6,325 

４ 受取利息及び受取配当金   △592 △2,220 △2,296

５ 株式交付費   123 － 1,394 

６ 固定資産除却損   57 1,711 85 

７ 売上債権の増減額 
（△は増加） 

  33,656 43,061 △68,494

８ 仕入債務の増減額 
（△は減少） 

  △51,051 △56,520 25,940 

９ 前受金の増減額 
（△は減少） 

  18,747 △5,727 △6,594

10 その他   42,170 54,816 △24,248

小計   433,003 473,136 791,880 

11 利息及び配当金の受取額   551 1,622 2,125 

12 法人税等の支払額   △152,891 △178,505 △229,336

営業活動による 
キャッシュ・フロー   280,664 296,253 564,669 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー         

１ 定期預金の預入による支出   － － △200,000

２ 有形固定資産の取得による 
支出 

  △9,846 △23,448 △14,511

３ 無形固定資産の取得による 
支出 

  △334,675 △263,993 △557,014

４ その他   △656 △70 △14,537

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △345,178 △287,512 △786,063

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー         

１ 株式発行による収入   16,476 － 137,455 

２ 配当金の支払額   △104,983 △143,231 △157,616

財務活動による 
キャッシュ・フロー   △88,506 △143,231 △20,160

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額
（△は減少） 

  △153,021 △134,490 △241,553

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残
高 

  1,278,209 1,036,656 1,278,209 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

  1,125,188 902,165 1,036,656 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年１月１日 

至 平成20年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1） 

 ―――――――― 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

同左 

  (2）たな卸資産 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2）たな卸資産 

貯蔵品 

同左 

(2）たな卸資産 

貯蔵品 

同左 

        

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物       ３～15年

工具器具及び備品 ３～15年

(1）有形固定資産 

同左 

   

  

  

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利

用）については社内における見込

利用期間（５年以内）による定額

法を採用しております。 

 商標権については10年で償却し

ております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

   

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

        

３ 繰延資産の処理方法  株式交付費 

 支出時に全額費用処理しており

ます。 

 株式交付費 

―――――――― 

 株式交付費 

 支出時に全額費用処理しており

ます。 

        

４ 引当金の計上基準  貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し回収不能見込額を計上

しております。 

 貸倒引当金 

同左 

 貸倒引当金 

同左 

        

５ 中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価格の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左 同左 

        

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

  

  

──────────── 

  

  

──────────── 

 （減価償却方法の変更）    

 当事業年度より、法人税法の改正

に伴い、平成19年４月１日以降取得

の固定資産については、改正法人税

法に規定する減価償却費を計上して

おります。これによる損益に与える

影響は軽微であります。 

前中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

  

  

──────────── 

（既存資産の残存簿価の処理方法の

変更）  

 平成19年度の法人税法改正に伴

い、当中間会計期間より、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資

産のうち、償却可能額までの償却が

終了しているものについては、残存

価額を５年間で均等償却しておりま

す。この変更に伴う影響額は軽微で

あります。 

   

  

   ──────────── 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前事業年度末 
（平成19年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

72,398千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

76,298千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

79,710千円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税及び仮受消費税は、相殺の

うえ、金額の重要性が乏しいため、流動

負債の「その他」に含めて表示しており

ます。 

※２ 消費税等の取扱い 

 同左 

 ※２      

 ───── 

前中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年１月１日 

至 平成20年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

※１ 営業外費用のうち主要なもの ※１ 営業外費用のうち主要なもの ※１ 営業外費用のうち主要なもの 

株式交付費 123千円  

      ───── 

  株式交付費 1,394千円

※２ 特別損失のうち主要なもの ※２ 特別損失のうち主要なもの ※２ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 57千円 固定資産除却損 1,711千円 固定資産除却損 85千円

３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 6,055千円 

無形固定資産 101,219千円 

有形固定資産 8,516千円

無形固定資産 136,604千円

有形固定資産 13,368千円

無形固定資産 222,046千円
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (変動事由の概要) 

 普通株式の発行済株式総数310株の増加は、新株引受権及び新株予約権の権利行使による新株の発行であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）１．旧商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債の新株引受

権であります。 

２．社債の部分は全額償還しており、社債と分離された新株引受権を記載しております。 

３．すべて権利行使可能なものであります。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

  
前事業年度末 

(株) 
当中間会計期間 

増加(株) 
当中間会計期間 

減少(株) 
当中間会計期間末 

(株) 

発行済株式         

普通株式 33,960 310 ― 34,270 

合計 33,960 310 ― 34,270 

自己株式         

普通株式 ― ― ― ― 

合計 ― ― ― ― 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
当中間会計
期間末残高 
(千円) 前事業年度

末 
当中間会計
期間増加 

当中間会計
期間減少 

当中間会計
期間末 

提出会社 

平成12年10月新株引

受権（第２回） 

（注）１，２，３ 

普通株式 1,000 ― ― 1,000 50,000 

決議 株式の種類 
配当金額の総額

(千円) 
１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成19年３月28日 

定時株主総会 
普通株式 105,955 3,120 平成18年12月31日 平成19年３月29日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金額の総額

(千円) 
１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成19年８月９日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 53,118 1,550 平成19年６月30日 平成19年９月19日
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当中間会計期間（自 平成20年１月１日 至 平成20年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

  
前事業年度末 

(株) 
当中間会計期間 

増加(株) 
当中間会計期間 

減少(株) 
当中間会計期間末 

(株) 

発行済株式         

普通株式 36,345 － － 36,345 

合計 36,345 － － 36,345 

自己株式         

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

決議 株式の種類 
配当金額の総額

(千円) 
１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成20年３月26日 

定時株主総会 
普通株式 143,926 3,960 平成19年12月31日 平成20年３月27日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金額の総額

(千円) 
１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成20年７月29日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 103,219 2,840 平成20年６月30日 平成20年８月29日
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前事業年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (変動事由の概要) 

 普通株式の発行済株式総数の増加2,385株は、新株引受権及び新株予約権の権利行使による新株の発行2,385株でありま

す。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）１．旧商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債の新株引受

権であります。 

２．社債の部分は全額償還しており、社債と分離された新株引受権を記載しております。 

３．当事業年度の減少は、新株引受権の権利行使によるものであります。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  
前事業年度末 

(株) 
当事業年度 
増加(株) 

当事業年度 
減少(株) 

当事業年度末 
(株) 

発行済株式         

普通株式 33,960 2,385 － 36,345 

合計 33,960 2,385 － 36,345 

自己株式         

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
当事業年度
末残高 
(千円) 前事業年度

末 
増加 減少 

当事業年度
末 

提出会社 

平成12年10月新株引

受権（第２回）  

（注）１，２，３ 

普通株式 1,000 － 1,000 － －

決議 株式の種類 
配当金額の総額

(千円) 
１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成19年３月28日 

定時株主総会 
普通株式 105,955 3,120 平成18年12月31日 平成19年３月29日

平成19年８月９日 

取締役会 
普通株式 53,118 1,550 平成19年６月30日 平成19年９月19日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金額の総額

(千円) 
１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成20年３月26日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 143,926 3,960 平成19年12月31日 平成20年３月27日
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 当社は、リース取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成20年１月１日 至 平成20年６月30日） 

 当社は、リース取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

  当社は、リース取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成19年６月30日） 

 当社は、有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成20年６月30日） 

 時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度末（平成19年12月31日） 

 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成20年１月１日 至 平成20年６月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年１月１日 

至 平成20年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年６月30日現在） （平成20年６月30日現在） （平成19年12月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,125,188千円 

現金及び現金同等物 1,125,188千円 

現金及び預金勘定 600,060千円

ＭＭＦ 502,105千円

預入が３ヶ月を超え

る定期預金 
△200,000千円

現金及び現金同等物 902,165千円

現金及び預金勘定 735,646千円

ＭＭＦ 501,009千円

預入が３ヶ月を超え

る定期預金 
△200,000千円

現金及び現金同等物 1,036,656千円

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

 ＭＭＦ 
502,105 

  当期貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

 ＭＭＦ 
501,009 
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（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 当社には子会社及び関連会社がないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成20年１月１日 至 平成20年６月30日） 

 当社には子会社及び関連会社がないため、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

 当社には子会社及び関連会社がないため、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成20年１月１日 至 平成20年６月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

  

 （注） 算定上の基礎 

 １．１株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

前中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

１株当たり純資産額 55,589円15銭

１株当たり中間純利益 4,491円80銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
3,759円22銭

１株当たり純資産額 61,294円76銭

１株当たり中間純利益 4,719円16銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益
4,284円65銭

１株当たり純資産額 60,535円60銭

１株当たり当期純利益 11,017円34銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
9,282円43銭

項目 
前中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日） 

 純資産の部の合計額(千円) 1,905,540 2,227,758 2,200,166 

 純資産の部の合計額から 

 控除する金額(千円) 
500 － － 

 普通株式に係る期末の 

 純資産額(千円) 
1,905,040 2,227,758 2,200,166 

 期末の普通株式の数(株) 34,270 36,345 36,345 
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 ２．１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成20年１月１日 至 平成20年６月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

 該当事項はありません。 

（２）【その他】 

 平成20年７月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （イ）中間配当による配当金の総額…………………103,219千円 

 （ロ）１株当たりの金額……………………………… 2,840円 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成20年８月29日 

 (注）平成20年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを 

   行います。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日）

当中間会計期間 
（自 平成20年１月１日 
至 平成20年６月30日）

前事業年度 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日）

１株当たり中間純利益       

中間（当期）純利益（千円） 153,002 171,517 378,497 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
― ― ― 

普通株式に係る中間（当期） 

純利益（千円） 
153,002 171,517 378,497 

普通株式の期中平均株式数

（株） 
34,063 36,345 34,355 

        

 潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 
      

 中間（当期）純利益調整額 

  (千円) 
― ― ― 

 普通株式増加数（株） 6,638 3,685 6,421 

 （うち新株引受権（株）） (1,162) ― (1,010) 

 （うち新株予約権（株）） (5,476) (3,685) (5,411) 

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益の算定に含

まれなかった潜在株式の概要 

  

──────── 

  

  

   ──────── 

  

   

   ──────── 
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第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成20年２月26日関東財務局長に提出 

 事業年度（第９期）（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(2）臨時報告書 

 平成20年３月24日関東財務局長に提出  

 金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に

基づく臨時報告書であります。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

 平成20年３月27日関東財務局長に提出 

 事業年度（第10期）（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年９月14日 

株式会社インフォマート  

  取締役会 御中      

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 猪瀬 忠彦   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉村 孝郎   ㊞ 

  当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社インフォマートの平成19年1月1日から平成19年12月31日までの第10期事業年度の中間会計期間（平成19年

1月1日から平成19年6月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社インフォマートの平成19年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成19年1月1日から平成19年6月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

  

 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。  
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独立監査人の中間監査報告書 

  平成20年９月18日 

株式会社インフォマート  

  取締役会 御中      

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 猪瀬 忠彦   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉村 孝郎   ㊞ 

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社インフォマートの平成20年1月1日から平成20年12月31日までの第11期事業年度の中間会計期間

（平成20年1月1日から平成20年6月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、

中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社インフォマートの平成20年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成20年1月1日から平成20年6月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

  

 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。  
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